
令和２年度
省庁別財務書類の概要

農林水産省



・単位未満切り捨てのため合計額が一致しないことがあります。
・単位未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の
場合「－」で表示しています。



農林水産省の任務と組織等の概要

○農林水産省の任務 （農林水産省設置法第３条）

農林水産省は、食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農林漁業者の福祉の増進、
農山漁村及び中山間地域等の振興、農業の多面にわたる機能の発揮、森林の保続培養
及び森林生産力の増進並びに水産資源の適切な保存及び管理を図ることを任務とする。

組織等
令和２年度末定員 20,477名

（注）所管法人は、省庁別連結財務書類における連結対象法人（11ページを参照）を記載しています。

大 臣 官 房 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計（業務勘定）

消 費 ・ 安 全 局 （所管法人） ・・・ 独立行政法人 農林水産消費安全技術センター

食 料 産 業 局

生 産 局 （所管法人） ・・・ 独立行政法人 農畜産業振興機構

独立行政法人 家畜改良センター

経 営 局 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計（農業再保険勘定）

（所管法人） ・・・ 株式会社 日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務勘定）
農水産業協同組合貯金保険機構
独立行政法人 農業者年金基金
独立行政法人 農林漁業信用基金

農 村 振 興 局 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計 （国営土地改良事業勘定）

政 策 統 括 官 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計 （農業経営安定勘定、食糧管理勘定）

農 林 水 産 技 術 会 議 （所管法人） ・・・ 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター

林 野 庁 （特別会計） ・・・ 国有林野事業債務管理特別会計

（所管法人） ・・・ 国立研究開発法人 森林研究・整備機構

水 産 庁 （特別会計） ・・・ 食料安定供給特別会計

（漁船再保険勘定、漁業共済保険勘定）

（所管法人） ・・・ 国立研究開発法人 水産研究・教育機構

地 方 支 分 部 局 等 地方農政局、北海道農政事務所、森林管理局、漁業調整事務所、
植物防疫所等、動物検疫所、動物医薬品検査所、農林水産政策研究所、
農林水産研修所、森林技術総合研修所
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省庁別財務書類とは

省庁別財務書類とは、農林水産省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などの

ストックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を、一覧で

わかりやすく開示する観点から、企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参

考として、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」のほ

か、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを連結

した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

（単位：十億円）
前年度 ２年度 前年度 ２年度

（令和2年3月31日） （令和3年3月31日） （令和2年3月31日） （令和3年3月31日）

<資産の部> <負債の部>

現金・預金 305 299 未払金等 25 22

たな卸資産 76 82 支払備金 8 15

未収金等 103 87 未経過（再）保険料 6 6

貸付米 111 100 賞与引当金 12 12

貸付金 24 18 政府短期証券 97 114

　貸倒引当金 ▲0 ▲0 借入金 1,221 1,195

有形固定資産 11,903 11,979

　国有財産（公共用財産を除く） 4,622 4,656

　公共用財産 7,262 7,308 退職給付引当金 300 282

　物品 18 15 その他の負債 11 9

無形固定資産 3 3 負債合計 1,973 1,906

出資金 3,025 3,080 ＜ 資産・負債差額の部 ＞

その他の資産 6 9 資産・負債差額 13,583 13,754

資産合計 15,557 15,661 負債及び資産・負債差額合計 15,557 15,661

貸借対照表（令和２年度末）

農業者年金基金の借入金
償還に係る負担金

290 247

（単位：十億円）
前年度 ２年度

（自平成31年4月1日） （自令和2年4月1日）

（至令和2年3月31日） （至令和3年3月31日）

人件費 158 155
退職給付引当金等繰入額 30 25
売上原価 291 289
（再）保険費 23 23
補助金等 1,537 1,879
委託費等 672 682
独立行政法人運営費交付金 116 116
庁費等 156 170
減価償却費 255 263
貸倒引当金繰入額 0 0
支払利息 1 0
資産処分損益 37 33
その他の業務費用 11 9
本年度業務費用合計 3,292 3,651

業務費用計算書（令和２年度）
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Sheet1

		貸借対照表（令和２年度末） タイシャク タイショウヒョウ レイワ ネンド マツ

												（単位：十億円） タンイ ジュウオク エン

				前年度 ゼンネンド		２年度 ネンド				前年度 ゼンネンド		２年度

				（令和2年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ		（令和3年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ				（令和2年3月31日）		（令和3年3月31日）

		<資産の部> シサン ブ						<負債の部> フサイ ブ

		現金・預金		305		299		未払金等		25		22

		たな卸資産		76		82		支払備金		8		15

		未収金等		103		87		未経過（再）保険料		6		6

		貸付米		111		100		賞与引当金		12		12

		貸付金		24		18		政府短期証券		97		114

		　貸倒引当金		▲0		▲0		借入金		1,221		1,195

		有形固定資産		11,903		11,979		農業者年金基金の借入金償還に係る負担金 カリイレキン ショウカン カカ フタンキン		290		247

		　国有財産（公共用財産を除く）		4,622		4,656

		　公共用財産		7,262		7,308		退職給付引当金		300		282

		　物品		18		15		その他の負債		11		9

		無形固定資産		3		3		負債合計		1,973		1,906

		出資金		3,025		3,080		＜ 資産・負債差額の部 ＞				

		その他の資産		6		9		資産・負債差額		13,583		13,754

		資産合計 シサン ゴウケイ		15,557		15,661		負債及び資産・負債差額合計		15,557		15,661






Sheet1

		業務費用計算書（令和２年度） ギョウム ヒヨウ ケイサンショ レイワ ネンド

						（単位：十億円） タンイ ジュウオク エン

				前年度 ゼンネンド		２年度 ネンド

				（自平成31年4月1日） ジ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		（自令和2年4月1日） ジ レイワ ネン ガツ ニチ

				（至令和2年3月31日） イタ レイワ ネン ガツ ニチ		（至令和3年3月31日） イタ レイワ ネン ガツ ニチ

		人件費		158		155

		退職給付引当金等繰入額		30		25

		売上原価		291		289

		（再）保険費		23		23

		補助金等		1,537		1,879

		委託費等		672		682

		独立行政法人運営費交付金 ドクリツ ギョウセイ ホウジン		116		116

		庁費等		156		170

		減価償却費		255		263

		貸倒引当金繰入額		0		0

		支払利息		1		0

		資産処分損益		37		33

		その他の業務費用		11		9

		本年度業務費用合計		3,292		3,651







～省庁別財務書類（農林水産省）の概要～

農林水産省の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（食料安定供給特別会計、

国有林野事業債務管理特別会計、東日本大震災復興特別会計（農林水産省所管分））を合算

（会計間取引については、相殺消去）して作成しています。

また、ここでは「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、省庁別財

務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している「資産・負債差額

増減計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにしている「区分別収支計

算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」及び「特別会計財務書類」をご参照

ください。

～貸借対照表のポイント～
（資産）

・有形固定資産が11兆9,797億円と資産総額の約8割を占めています。

このうち国有財産（公共用財産を除く）4兆6,561億円は、主に国有林野等の立木竹です。

また、公共用財産7兆3,080億円については、主に用排水路等の施設です。

・出資金3兆805億円は、日本中央競馬会、日本政策金融公庫等の特殊法人等や、森林研究・整

備機構、農業・食品産業技術総合研究機構等の独立行政法人等に対する出資金です。

・資産合計は、有形固定資産の対前年度＋767億円及び出資金の対前年度＋553億円の影響等を

受けて、対前年度1,036億円の増加となっています。

（負債）

・借入金が1兆1,955億円と負債総額の約6割を占めていますが、これは主に国有林野事業のため

に民間金融機関等から借り入れたものです。

・負債合計は、農業者年金基金の借入金償還に係る負担金の対前年度▲427億円及び借入金の対

前年度▲262億円の影響等を受けて、対前年度668億円の減少となっています。

～業務費用計算書のポイント～

・地方公共団体に対する補助金、その他独立行政法人、民間団体等への補助金等が1兆8,796億

円と本年度業務費用の約5割を占めています。

・委託費、交付金、分担金、拠出金、補給金に係る費用が6,829億円となっています。

・本年度業務費用合計は、補助金等の対前年度＋3,416億円の影響等を受けて、対前年度3,592

億円の増加となっています。
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ストックの状況 （貸借対照表）

資 産（15兆6,612億円）
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（単位：億円）
合計：15兆5,576億円 合計：15兆6,612億円

主な増減要因について（対前年度末比＋1,036億円）

◇ 未収金等（876億円：対前年度末比▲154億円）

• 公共事業費地方負担金債権等の未収金の減少などによるものです。

◇ 有形固定資産（ 11兆9,797億円：対前年度末比＋767億円）

• 国有財産における立木竹の資産評価等による増加406億円や、公共用財産の新設・改良等による増
加454億円などによるものです。

◇ 出資金（3兆805億円：対前年度末比＋553億円）

• 日本政策金融公庫への本年度出資224億円や資産評価等による増加275億円などによるものです。

【現金・預金】
日本銀行預金及び財政融資資金預託金

【未収金等】
売掛金、未収金等
・公共事業費地方負担金債権等の未収金
・米麦売払代金等の売掛金 など

【貸付米】
（公社）国際農林業協働協会に対する貸付米

【出資金】
独立行政法人、特殊法人等への出資金
・日本中央競馬会 1兆1,244億円
・森林研究・整備機構 1兆433億円
・日本政策金融公庫 3,095億円
・農業・食品産業技術
総合研究機構 2,953億円

・農林漁業信用基金 1,823億円 など

【国有財産（公共用財産を除く）】
国有林野、森林原野、林道等
・立木竹 3兆2,063億円
・土地 1兆3,464億円
・工作物 615億円
・建物 316億円 など

【その他】
たな卸資産（国内米、外国米等）、
特殊会社、地方公共団体等に対する貸付金 など

【公共用財産】
・土地改良 4兆5,285億円
・海岸 1兆3,270億円
・治水(治山) 9,201億円
・漁港 4,705億円 など
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負 債（1兆9,068億円）
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合計： 1兆9,737億円 合計：1兆9,068億円

【未払金等】
未払金及び未払費用
・補助率差額の未払金
・利子補給金の未払金 など

【退職給付引当金】
退職手当、整理資源、国家公務員災害補償年金
恩給給付に係る引当金

【借入金】
国有林野事業及び国営土地改良事業に係る民間金
融機関、財政融資資金からの借入金
・国有林野事業 1兆1,654億円
・国営土地改良事業 301億円

【政府短期証券】
食糧証券

【農業者年金基金の借入金償還に係る負担金】
農業者年金基金の農業者年金給付費等に対する
国の負担金

主な増減要因について（対前年度末比▲668億円）

◇ 農業者年金基金の借入金償還に係る負担金（2,473億円：対前年度末比▲427億円）

• 農業者年金基金の農業者年金給付費等に対する国の負担金の減少によるものです。

◇ 借入金（1兆1,955億円：対前年度末比▲262億円）

• 民間金融機関、財政融資資金からの借入金の減少によるものです。

◇ 退職給付引当金（2,828億円：対前年度末比▲180億円）

• 主に退職手当に係る引当金の減少によるものです。

（単位：億円）

【その他】
支払備金や未経過（再）保険料、
賞与引当金 など
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費 用（3兆6,517億円）
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合計： 3兆2,925億円 合計：3兆6,517億円

フローの状況 （業務費用計算書）

主な増減要因について（対前年度比＋3,592億円）

◇ 補助金等（1兆8,796億円：対前年度比＋3,416億円）

• 高収益作物次期作支援交付金1,011億円、国産農産物消費拡大対策事業費補助金798億円、漁業経
営安定対策事業費補助金763億円等が増加していることなどによるものです。

◇ 委託費等（6,829億円：対前年度比＋108億円）

• 農業経営安定事業生産条件不利補正対策交付金138億円等の減少の一方、農畜産業振興対策交付
金152億円、株式会社日本政策金融公庫補給金133億円等が増加していることなどによるものです。

◇ 減価償却費（2,630億円：対前年度比＋78億円）

• 主に公共用財産における減価償却費の増加によるものです。

（単位：億円）

【人件費】
職員の給与

【売上原価】
食糧の売払収入に対応する原価

【独立行政法人運営費交付金】
・農業・食品産業技術総合研究機構 655億円
・水産研究・教育機構 171億円
・森林研究・整備機構 104億円

など

【補助金等】
・漁業経営安定対策事業費補助金 1,421億円
・農業競争力強化基盤整備事業費補助 1,017億円
・高収益作物次期作支援交付金 1,011億円
・農村地域防災減災事業費補助 842億円
・農山漁村地域整備交付金 808億円
・国産農産物消費拡大対策事業費補助金 799億円

など

【委託費等】
委託費、交付金、分担金、拠出金、補給金
・水田活用直接支払交付金 2,960億円
・農業経営安定事業生産条件不
利補正対策交付金 2,057億円

・農畜産業振興対策交付金 474億円
・牛肉等関税財源畜産業振興対
策交付金 352億円

など

【減価償却費】
有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

【その他】
庁費等、資産処分損益、（再）保険費、
退職給付引当金、賞与引当金 など
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（参考）連結財務書類について

（単位：十億円）
前年度 ２年度 前年度 ２年度

（令和2年3月31日） （令和3年3月31日） （令和2年3月31日） （令和3年3月31日）

<資産の部> <負債の部>

現金・預金 970 917 未払金等 54 56

有価証券 939 975 支払備金 10 18

たな卸資産 76 83 未経過（再）保険料 9 10

未収金等 132 114 賞与引当金 18 18

貸付米 111 100 政府短期証券 97 114

貸付金 3,176 3,493 公債 259 224

　貸倒引当金 ▲ 18 ▲ 26 借入金 4,132 4,392

有形固定資産 13,437 13,533 責任準備金 781 830

　国有財産等（公共用財産を除く） 6,146 6,197 退職給付引当金 373 353

 公共用財産 7,262 7,308 その他の負債 66 66

 物品等 28 27

無形固定資産 8 10 負債合計 5,804 6,085

出資金 1,130 1,132 <資産・負債差額の部>

その他の資産 54 54 資産・負債差額 14,216 14,304

資産合計 20,020 20,389 負債及び資産・負債差額合計 20,020 20,389

連結貸借対照表（令和２年度末）

（単位：十億円）
前年度 ２年度

（自平成31年4月1日） （自令和2年4月1日）

（至令和2年3月31日） （至令和3年3月31日）

人件費 228 225
退職給付引当金等繰入額 42 36
売上原価 291 290
(再)保険費 23 24
補助金等 1,599 2,037
委託費等 583 564
庁費等 153 167
減価償却費 270 278
貸倒引当金繰入額 5 13
支払利息 23 20
資産処分損益 39 34
その他の業務費用 288 210
本年度業務費用合計 3,550 3,904

連結業務費用計算書（令和２年度）

連結財務書類は省庁別の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結したものであり、

参考情報として作成・公表しています。
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Sheet1

		連結貸借対照表（令和２年度末） レンケツ タイシャク タイショウヒョウ レイワ ネンド マツ

												（単位：十億円） タンイ ジュウオク エン

				前年度 ゼンネンド		２年度 ネンド				前年度		２年度 ネンド

				（令和2年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ		（令和3年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ				（令和2年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ		（令和3年3月31日） レイワ ネン ガツ ニチ

		<資産の部> シサン ブ						<負債の部> フサイ ブ

		現金・預金 ゲンキン ヨキン		970		917		未払金等 ミバライキン トウ		54		56

		有価証券 ユウカ ショウケン		939		975		支払備金 シハラ ビキン		10		18

		たな卸資産 オロシ シサン		76		83		未経過（再）保険料 ミケイカ サイ ホケンリョウ		9		10

		未収金等 ミシュウキン トウ		132		114		賞与引当金 ショウヨ ヒキアテキン		18		18

		貸付米 カシツケマイ		111		100		政府短期証券 セイフ タンキ ショウケン		97		114

		貸付金 カシツケキン		3,176		3,493		公債 コウサイ		259		224

		　貸倒引当金 カシダオレ ヒキアテキン		▲ 18		▲ 26		借入金 カリイレキン		4,132		4,392

		有形固定資産 ユウケイ コテイシサン		13,437		13,533		責任準備金 セキニン ジュンビキン		781		830

		　国有財産等（公共用財産を除く） コクユウ ザイサン ナド コウキョウヨウ ザイサン ノゾ		6,146		6,197		退職給付引当金 タイショク キュウフ ヒキアテキン		373		353

		  公共用財産 コウキョウヨウ ザイサン		7,262		7,308		その他の負債 タ フサイ		66		66

		  物品等 ブッピン ナド		28		27

		無形固定資産 ムケイ コテイシサン		8		10		負債合計 フサイ ゴウケイ		5,804		6,085

		出資金 シュッシキン		1,130		1,132		<資産・負債差額の部> シサン フサイ サガク ブ

		その他の資産 タ シサン		54		54		資産・負債差額 シサン フサイ サガク		14,216		14,304

		資産合計 シサン ゴウケイ		20,020		20,389		負債及び資産・負債差額合計 フサイ オヨ シサン フサイ サガク ゴウケイ		20,020		20,389






Sheet1

		連結業務費用計算書（令和２年度） レンケツ ギョウム ヒヨウ ケイサンショ レイワ ネンド ガンネン

						（単位：十億円） タンイ ジュウオク エン

				前年度 ゼンネンド		２年度 ネンド

				（自平成31年4月1日） ジ ヘイセイ ネン ガツ ニチ		（自令和2年4月1日） ジ レイワ ネン ガツ ニチ

				（至令和2年3月31日） イタ レイワ ネン ガツ ニチ		（至令和3年3月31日） イタ レイワ ネン ガツ ニチ

		人件費 ジンケンヒ		228		225

		退職給付引当金等繰入額 タイショク キュウフ ヒキアテキン トウ クリイレガク		42		36

		売上原価 ウリアゲ ゲンカ		291		290

		(再)保険費 サイ ホケン ヒ		23		24

		補助金等 ホジョキン トウ		1,599		2,037

		委託費等 イタクヒ トウ		583		564

		庁費等 チョウヒ トウ		153		167

		減価償却費 ゲンカ ショウキャクヒ		270		278

		貸倒引当金繰入額 カシダオレ ヒキアテキン クリイレガク		5		13

		支払利息 シハライ リソク		23		20

		資産処分損益 シサン ショブン ソンエキ		39		34

		その他の業務費用 タ ギョウム ヒヨウ		288		210

		本年度業務費用合計 ホンネンド ギョウム ヒヨウ ゴウケイ		3,550		3,904









資 産（20兆3,897億円）
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合計： 20兆207億円 合計：20兆3,897億円

主な増減要因について（対前年度末比＋3,690億円）

◇ 現金・預金（9,171億円：対前年度末比▲536億円）

• 日本政策金融公庫の現金・預金が93億円増加している一方で、農畜産業振興機構の現金・預金が
566億円減少していることなどによるものです。

◇ 貸付金（3兆4,932億円：対前年度末比+3,166億円）

• 主に、日本政策金融公庫の貸付金3,136億円の増加などによるものです。

◇ 有形固定資産（13兆5,336億円：対前年度末比＋957億円）

• 国有財産における立木竹の資産評価等による増加642億円や、公共用財産の新設・改良等による増
加454億円などによるものです。

連結財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）

（単位：億円）
【現金・預金】
現金、銀行預金、日本銀行預金及び財政融資資金
預託金

【有価証券】
・農水産業協同組合貯金保険機構 4,347億円
・農業者年金基金 3,412億円
・農林漁業信用基金 1,110億円

など

【出資金】
特殊法人等（連結対象外）への出資及び関係会社
株式
・農林水産省 1兆1,253億円
・農畜産業振興機構 74億円

【国有財産等（公共用財産を除く）】
国有林野、官行造林地、庁舎等
・立木竹 4兆3,052億円
・土地 1兆6,632億円
・建物 1,383億円 など

【未収金等】
売掛金、未収金等

【貸付金】
・日本政策金融公庫 3兆4,165億円
・農林漁業信用基金 694億円 など

【公共用財産】
・土地改良 4兆5,285億円
・海岸 1兆3,270億円
・治水(治山) 9,201億円
・漁港 4,705億円 など

【その他】
たな卸資産（国内米、外国米など）や
（公社）国際農林業協働協会への貸付米 など
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負 債（6兆856億円）
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合計： 5兆8,045億円 合計：6兆856億円

【未払金等】
未払金、未払費用及び買掛金
・補助率差額の未払金
・農畜産業振興機構の交付金事業費未払金 など

【退職給付引当金】
退職手当、整理資源、国家公務員災害補償年金、
恩給給付に係る引当金

【借入金】
・日本政策金融公庫 2兆8,004億円
・農林水産省 1兆1,803億円
・農業者年金基金 2,473億円
・森林研究・整備機構 1,154億円 など

【政府短期証券】
食糧証券

【責任準備金】
・農水産業協同組合貯金保険機構 4,521億円
・農業者年金基金 3,671億円
・農林漁業信用基金 59億円
・森林研究・整備機構 47億円

【公債】
・日本政策金融公庫債券 2,249億円

【その他】
賞与引当金や支払備金、連結法人の保証債務や
寄託金 など

（単位：億円）

主な増減要因について（対前年度末比＋2,810億円）

◇ 借入金（4兆3,926億円：対前年度末比＋2,597億円）

• 日本政策金融公庫の借入金が3,286億円増加している一方で、農業者年金基金の借入金が427億円
減少していることなどによるものです。

◇ 責任準備金（8,300億円：対前年度末比＋489億円）

• 農水産業協同組合貯金保険機構の責任準備金104億円や農業者年金基金の責任準備金337億円の
増加などによるものです。

◇ 日本政策金融公庫債権（2,249億円：対前年度末比▲349億円）

• 日本政策金融公庫の社債349億円の減少によるものです。
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費 用（3兆9,040億円）
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合計： 3兆5,506億円 合計：3兆9,040億円

【人件費】
職員の給与等

【売上原価】
食糧の売払収入に対応する原価等

【その他】
庁費等、資産処分損益、（再）保険費、支払利息
退職給付引当金等繰入額、年金事業費 など

【補助金等】
・漁業経営安定対策事業費補助金 1,421億円
・農業競争力強化基盤整備事業費補助 1,017億円
・高収益作物次期作支援交付金 1,011億円
・農村地域防災減災事業費補助 842億円
・農山漁村地域整備交付金 808億円

など

【委託費等】
委託費、交付金、分担金、拠出金、補給金
・水田活用直接支払交付金 2,960億円
・農業経営安定事業生産条件不
利補正対策交付金 2,057億円

など

主な増減要因について（対前年度比＋3,534億円）

◇ 補助金等（2兆374億円：対前年度比＋4,382億円）

• 高収益作物次期作支援交付金1,011億円、国産農産物消費拡大対策事業費補助金798億円のほか、
農畜産業振興機構の補助金等847億円等が増加していることなどによるものです。

◇ 委託費等（5,640億円：対前年度比▲190億円）

• 農業経営安定事業生産条件不利補正対策交付金138億円、農業経営安定事業収入減少影響緩和対
策交付金48億円等の減少などによるものです。

◇ 減価償却費（2,783億円：対前年度比＋78億円）

• 主に公共用財産における減価償却費の増加によるものです。

【減価償却費】
有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費

連結財務書類 フローの状況 （業務費用計算書）

（単位：億円）
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※令和２年度連結財務書類における連結対象法人は、以下のとおりです。

■独立行政法人等 9法人

■特殊会社 1法人

■認可法人 1法人

合計 11法人

連結対象法人の範囲と会計処理について

連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象と

しています。

なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁

が監督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、監督権限の有無及び

財政支出の有無によって業務関連性を判断することとしています。

また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考

えられますが、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、独立行政法人な

どの既存の財務諸表を利用し、独立行政法人などに固有の会計処理について、連結に際

して必要な修正を行った上で連結することとしています。

独立行政法人 農林水産消費安全技術センター

独立行政法人 家畜改良センター

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構

国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター

国立研究開発法人 森林研究・整備機構

国立研究開発法人 水産研究・教育機構

独立行政法人 農畜産業振興機構

独立行政法人 農業者年金基金

独立行政法人 農林漁業信用基金

株式会社 日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務勘定）

農水産業協同組合貯金保険機構
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